
（平成1 1年制定時の通達文）

別紙５

河川敷地の占用許可について

平成1 1年8月5日建設省河政発第67号

各地方建設局長、 北海道開発局長、 沖縄総合事務局

長、各都道府県知事あて 建設事務次官通達

改正平成1 7年3月28日国河政第1 3 9号

改正平成23年3月8日国河政第1 3 5号

最終改正平成28年5月30日国水政第33号

河川敷地占用許可準則を別紙のとおり定めたので、 下記の事項に留意の上、 河川敷地

の占用許可の適正な執行を図られたく、 命により通達する。

なお、 平成6年1 0月1 7日付け建設省河政発第6 1号「河川敷地の占用許可につし1\
’

て」は、 廃止する。

記

ー 河川敷地占用許可準則の改正の背景

河川敷地は、 河川の流路を形成し、 洪水の際には安全にこれを流下させ、 洪水による

被害を除却し、 又は軽減させるためのものであり、 また、 公共用物として、 河川環境に

配慮しつつ、 他の利用に支障のない範囲で一 般公衆の多様な利用に供すべきものであ

る。
平成9年度には、 河川法（昭和39年法律第16 7号）の改正がなされ、 河川の管理

は、 治水、 利水及び河川環境の整備と保全が達成されるよう総合的に行うべきこと等と

されたところであり、 これに対応した河川敷地占用許可準則の改正が必要となっていた
ところである。

二 河川敷地占用許可準則の改正の視点

今回の河川敷地占用許可準則の改正は、 次のような視点から行なったものである。

(1) 平成 8 年 6 月の河川審議会答申「 2 1 世紀の社会を展望した今後の河川整備の基本

的方向について」において、 「川の365日」を意識しつつ河川行政を展開すること

が重要である旨指摘されたところであり、 自然豊かで、 貴重なオープンスペースであ

る河川敷地については、 河川環境に配慮しつつ、 個々の河川の実態に即して、 適正か

つ多様な利用をより 一層推進することにより、 国民の河川への親しみを醸成していく
ことが必要となっていること。

(2)河川敷地は、 基本的にはその周辺の住民により利用 されるものであること等にかん

がみ、 その占用の許可に当たっては、 景観や自然環境との調和を図りつつ街づくりへ

の活用を図ること、 及び地域の意見を十分に反映することことが重要である。 この点

については、 平成1 1年3月の第2次地方分権推進計画においても、 地域に密着して






























